
（127）

34
 

素酸化物（NOx）の低減装置として触媒を用いる SCR（Selected 
Catalytic Reduction，選択触媒還元）脱硝装置の舶用化の研究

に従事してきた 14)．また，近年では舶用 LNG 燃料エンジン

から排出される未燃メタン（メタンスリップ）の後処理触媒

の性能評価の研究を実施し，図 8 に示すマイクロリアクター

と呼ばれる小型ガス流通式反応器を用いて，リーンバーンガ

スエンジンの実排ガスやボンベガスにより調整した模擬排

ガスを用いた性能評価実験も実施している．図 9 に，既有の

リーンバーンガスエンジンの実排ガス中におけるメタン後

処理触媒の性能評価を行った一例を示す．当該エンジンは，

高負荷率における発電機運転を前提としているため，低負荷

率では，未燃メタンが多く発生する（図 9 中段）．また，低

負荷率では排ガス温度も低い（図 9 上段）ことから，メタン

酸化反応が起こりづらいため性能が低いと予想されるが，触

媒によるメタン転換率（図 9 下段）は約 100％と高い性能が

示された．一方，排ガス温度が比較的高く，触媒性能が発揮

されると予想された 75％や 100％の高負荷率では，メタン転

換率は 5 割程度と低い性能に留まった．この原因を確認する

ために，実排ガスに含まれる各ガス成分が触媒性能に及ぼす

影響を模擬ガスを用いて評価した結果，触媒上で酸化するメ

タンや一酸化炭素(CO)の発熱による触媒温度の上昇や，排ガ

ス中の NOx や水が触媒性能の低下に及ぼす影響が明らかに

なった 15)． 
小項目 3 では，排ガス中のメタンの酸化による発熱や NOx

の影響による触媒性能の変化を考慮した実排ガスにおける

触媒性能評価手法の開発を実施する． 
 

5．まとめ 

本報告では，重点研究 6「GHG 削減技術の高度化および安

全・環境対策に関する研究」の一部として実施する 3 つのエ

ンジン，燃料，後処理技術に関する研究（小項目 1，2，3 の

一部）について，関連するこれまでの成果，本年度に実施予

定の研究及び中長期計画中の展望を報告した．これらの研究

は，将来必要になる技術を開発するものである．海技研が，

民間企業に先駆けて研究を実施することで，関連する基礎的

な技術を広く公開することが可能である．これにより国内の

舶用産業の活性化に資することができると考える．さらに，

民間企業との共同研究や行政からの要請への対応による実

用技術の開発を実施することで，船舶からの GHG 削減に関

する技術開発，国際競争力強化及び我が国経済の持続的な発

展へ貢献する． 
なお，本報告内容の一部である H2専焼対応技術，次世代燃

料のエンジン燃焼解析技術の高度化，ドロップイン燃料の着

火性評価については，ポスターセッションにおいてより詳細

な報告をしているので，ご参照いただきたい． 
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1．はじめに 

船舶の安全な運航は常に重要な課題であるが，国土交通省

第 5 期技術基本計画にも示されているように，近年の新たな

トピックとして自動運航船等の実用化や，台風等の気象災害

に対するリスク低減などがあげられる．また，関連する国際

/国内基準対応や，新しい IT 技術を取り込んだデジタルトラ

ンスフォーメーション(DX)も継続的に進めていくべき課題

である． 
 以上のような認識のもと，船舶の安全運航に関連する流

体現象である操縦性能や耐航性能等の要素を包含するもの

として，また水槽試験や理論計算だけでなく実船レベルの数

値流体計算等も含めた各種ツールを包含する概念で，「船舶

の安全運航のための性能評価に関する研究」を実施すること

とした．研究は 4 つの小項目からなり，それぞれ以下に示す

ような内容となる． 
小項目 1（操縦性能）：港内操縦運動再現のための操縦運

動数学モデルに関する研究 
小項目 2（CFD ツール）：総合性能評価のための CFD によ

るシミュレーション技術開発 
小項目 3（耐航性能）：復原性に起因する船舶の危険事象

を再現する技術開発と基準に関する研究 
小項目 4（錨泊関連）：港内で錨泊する船舶の安全性評価

のための技術開発 
本稿では，本研究の目的・実施内容・予想成果について報

告する． 
 

2．港内操縦運動再現のための操縦運動数学モデルに関する

研究 

2．1 研究の目的 
自動運航船の自動避航アルゴリズム及び自動離着桟操船

アルゴリズムの認証において，操船リスクシミュレータ等を

活用した操縦運動シミュレーションによる検証過程は必須

となる見通しである．ここで，避航操船の検証においては KT
モデルと呼ばれる操舵応答モデル，離着桟操船の検証におい

ては各アクチュエータの効力や船殻への流体力を外力項と

した平面運動方程式，を用いることが一般的である． 

一方で，特に浅水影響や側壁影響・低速状況を伴う離着桟

時における計算モデルの研究例 1)2)は存在するものの，通常速

力時の MMG モデル 3)等のように広く確立したものがなく，

加えて水槽試験や CFD によるモデル係数決定のコストは多

大である．また，KT モデルの係数についても船種や運航船

速ごとのデータは不足している．このため，これら操縦運動

計算モデルの高精度化を図ると共に，モデルを簡易に構築す

る手法の開発はこれからの自動運航船の益々の普及のため

に重要である． 
 

2．2 研究内容 

図-1 に示すように，本研究項目の具体的実施内容として，

以下を計画している． 
1) 離着桟操船再現のための操縦運動数学モデルの高精度

化のための研究：低速時の離着桟操船の操縦運動シミュレー

ションのための計算モデル高精度化，低速時および制限水域

影響を受ける船体に作用する操縦流体力に関する研究を行

う．離着桟操船における浅水・側壁影響等の制限水域の影響

を評価・検証できる水槽実験手法・粘性 CFD 及びそれ以外の

数値計算手法の有望性検証を含む． 
2) 操舵応答モデルと離着桟操縦運動モデルのモデル係数

簡易設定手法の開発：KT モデルも含めた操縦運動モデルを

低コストで構築するための操縦流体力特性データベースの

整備とこれに基づいたモデル係数簡易設定手法の開発を行

う． 
3) 内航船も含めた風圧力特性簡易推定手法の拡張：藤原の

式 4)等の簡易推定法が知られているが，内航船のデータが不

足しているため，風洞試験や CFD 援用による風圧力特性の

取得と推定式の整備を行う． 
4) 実運航データによる操縦運動モデルの同定に関する研

究：実船のモニタリングデータから操縦運動モデルが構築で

きれば非常に便利になるが，その初期検討として自由航走模

型試験データからのモデル同定手法の開発を行う． 
 

2．3 予想成果 

予想成果として，これまでの研究では確立されていない離

図-1 港湾内操縦運動再現のための操縦運動数学モデルに関する研究のイメージ 
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1．はじめに 

船舶の安全な運航は常に重要な課題であるが，国土交通省

第 5 期技術基本計画にも示されているように，近年の新たな

トピックとして自動運航船等の実用化や，台風等の気象災害
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とした．研究は 4 つの小項目からなり，それぞれ以下に示す
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小項目 1（操縦性能）：港内操縦運動再現のための操縦運
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を再現する技術開発と基準に関する研究 
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のための技術開発 
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告する． 
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研究 

2．1 研究の目的 
自動運航船の自動避航アルゴリズム及び自動離着桟操船

アルゴリズムの認証において，操船リスクシミュレータ等を

活用した操縦運動シミュレーションによる検証過程は必須

となる見通しである．ここで，避航操船の検証においては KT
モデルと呼ばれる操舵応答モデル，離着桟操船の検証におい

ては各アクチュエータの効力や船殻への流体力を外力項と

した平面運動方程式，を用いることが一般的である． 

一方で，特に浅水影響や側壁影響・低速状況を伴う離着桟

時における計算モデルの研究例 1)2)は存在するものの，通常速

力時の MMG モデル 3)等のように広く確立したものがなく，

加えて水槽試験や CFD によるモデル係数決定のコストは多

大である．また，KT モデルの係数についても船種や運航船

速ごとのデータは不足している．このため，これら操縦運動

計算モデルの高精度化を図ると共に，モデルを簡易に構築す

る手法の開発はこれからの自動運航船の益々の普及のため

に重要である． 
 

2．2 研究内容 

図-1 に示すように，本研究項目の具体的実施内容として，

以下を計画している． 
1) 離着桟操船再現のための操縦運動数学モデルの高精度

化のための研究：低速時の離着桟操船の操縦運動シミュレー

ションのための計算モデル高精度化，低速時および制限水域

影響を受ける船体に作用する操縦流体力に関する研究を行

う．離着桟操船における浅水・側壁影響等の制限水域の影響

を評価・検証できる水槽実験手法・粘性 CFD 及びそれ以外の

数値計算手法の有望性検証を含む． 
2) 操舵応答モデルと離着桟操縦運動モデルのモデル係数

簡易設定手法の開発：KT モデルも含めた操縦運動モデルを

低コストで構築するための操縦流体力特性データベースの

整備とこれに基づいたモデル係数簡易設定手法の開発を行

う． 
3) 内航船も含めた風圧力特性簡易推定手法の拡張：藤原の

式 4)等の簡易推定法が知られているが，内航船のデータが不

足しているため，風洞試験や CFD 援用による風圧力特性の

取得と推定式の整備を行う． 
4) 実運航データによる操縦運動モデルの同定に関する研

究：実船のモニタリングデータから操縦運動モデルが構築で

きれば非常に便利になるが，その初期検討として自由航走模

型試験データからのモデル同定手法の開発を行う． 
 

2．3 予想成果 

予想成果として，これまでの研究では確立されていない離
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である． 
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の安全運航のための性能評価に関する研究」を実施すること

とした．研究は 4 つの小項目からなり，それぞれ以下に示す
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のための技術開発 
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となる見通しである．ここで，避航操船の検証においては KT
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時における計算モデルの研究例 1)2)は存在するものの，通常速
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る手法の開発はこれからの自動運航船の益々の普及のため

に重要である． 
 

2．2 研究内容 

図-1 に示すように，本研究項目の具体的実施内容として，

以下を計画している． 
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整備とこれに基づいたモデル係数簡易設定手法の開発を行

う． 
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式 4)等の簡易推定法が知られているが，内航船のデータが不

足しているため，風洞試験や CFD 援用による風圧力特性の
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きれば非常に便利になるが，その初期検討として自由航走模

型試験データからのモデル同定手法の開発を行う． 
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着桟操船を再現できる操縦運動数学モデルについて，浅水・

側壁・水路影響などの制限水域影響も含めて，流体力モデル

の定式化を完了する．及び，操舵応答モデルも含めたモデル

係数簡易構築手法の提示，風圧力簡易推定法の内航船への拡

張を行う．関連して粘性 CFD ソルバーやそれ以外の制限水

域影響評価手法ツールの評価検証から計算手法を絞り込み

標準化に貢献する． 
これらの成果の社会実装を進めるため，学会等を通しての

オープンイノベーションや個別共同研究・実船への適用など

の外部連携を積極的に検討する．また，自動運航アルゴリズ

ムの検証及び認証に操縦運動シミュレーションが利用され

る場合は，国際的な安全性認証スキームにおいて研究成果が

反映されることを目指す． 

 
3．総合性能評価のための CFDによるシミュレーション技術

開発 

3．1 研究の目的 

2050 年までの海運からの GHG 排出ゼロに向け，様々な取

り組みが進む中，実船性能の把握は重要性を増しており，加

えて，デジタルトランスフォーメーションによる次世代技術

開発促進が必要とされている．海技研で開発している CFD コ

ードについてもこれら社会的要請に応えてアップデートし

ていく必要がある． 
 

3．2 研究内容 
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反映する．開発した手法を MBSE に対応する CFD 統合シス

テム等として提供する． 
 

4．復原性に起因する船舶の危険事象を再現する技術開発と

基準に関する研究 

4．1 研究の目的 

IMO で動的復原性による危険事象 5 モードを評価する非

損傷時復原性基準暫定ガイドラインが承認され，現在試行期

間にある．当所ではこれまでに第二世代非損傷時復原性基準

で扱う 5 モードの 1 つである過大加速度モードの脆弱性評価

及び直接復原性評価計算ツールと短波長不規則波中時間領

域計算コード 9)及び運航ガイダンスに基づく操船支援システ

ム 10)を開発した．今後，造船所や運航会社からの危険事象に

対する評価やコンテナ船の運航中の大きな横揺れの解明に

応える研究が求められている．また，小型船は復原性を含む

基準及び検査法の見直しが求められており，海技研の対応が

期待されている． 
 

4．2 研究内容 

図-3 に示すように，本研究では復原性に起因する危険事象

を評価するために，現行基準とほぼ同じデッドシップ以外の

3 モード，及び波浪中で起こりうる危険事象に対象を広げ，

不規則波中での復原力変動を考慮した非線形船体運動を時

間領域で計算できるコード開発と，その危険事象を再現する

水槽試験技術及び機能を確立し，試験水槽で裏付けされた計

算ツールを構築する．また，浸水やえい航時の影響を考慮し

た船体運動計算法を開発する．また，海難事故を契機に関心

が高まっている小型船舶の安全性について，復原性及びその

他救命資材に関する基準や検査法に関する検討を行う． 
1) 水槽試験で裏付けされた危険事象再現計算コードの開

発：波浪中を航行する船舶のパラメトリック横揺れ，復原力

喪失，波乗り現象及び浸水時や船舶曳航時の挙動を再現する

計算法と水槽試験技術を確立し，水槽試験で裏付けされた計

算コードを開発する． 
2) 運航支援ツール，国際基準評価ツールの開発及び船舶設

計要素の検証：1）で開発した計算ツールを活用し，発生確率

を減少させる運航支援ツールの開発及び船舶設計要素の検

証を行う．また，復原性国際基準評価対応の計算ツールを開

発する． 
3) 小型船舶の復原性を含む基準の策定及び見直し，検査法

の提案：小型船舶の復原性基準（JCI）及び浮器等その他の基

準（海事局）の見直しや検査法に関する検討を行う 
 

4．3 予想成果 

本項目では以下の成果を想定している．(1)波浪中船舶の危

険事象を再現する計算コードと水槽試験での再現技術，(2)危
険を回避する操船支援システム，（3）小型船舶の安全性に関

する規則策定に係る技術支援の実施． 
第二世代非損傷時復原性基準で扱う動的復原性に起因す

る危険事象を詳細に評価し，その結果を設計にフィードバッ

クすることで，船舶の安全性を高め，我が国の造船業の国際

競争力強化につながる．また，小型船舶の復原性その他の基

準の見直しや検査法を検討することで，小型船舶の安全性を

高め，基準策定に貢献する． 
これらの成果の社会実装を効果的に進めるため，関係機関

とのすりあわせを綿密に行う． 
 
5．港内で錨泊する船舶の安全性評価のための技術開発 

5．1 研究の目的 

国土強靭化年次計画 2022 の「5-5 太平洋ベルト地帯の幹線

図-3 復原性に起因する船舶の危険事象を再現する技術開発と基準に関する研究のイメージ 
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反映する．開発した手法を MBSE に対応する CFD 統合シス
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4．3 予想成果 

本項目では以下の成果を想定している．(1)波浪中船舶の危

険事象を再現する計算コードと水槽試験での再現技術，(2)危
険を回避する操船支援システム，（3）小型船舶の安全性に関

する規則策定に係る技術支援の実施． 
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が分断するなど，基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停

止による物流・人流への甚大な影響」の（主要施策）に「港

湾における走錨事故の防止策等に関する対策」と記載されて

いるように，走錨事故の防止対策の確立が求められている． 
 

5．2 研究内容 

本研究は，既存のシステムとは異なり，船上の航海計器で

計測されたデータを積極的に活用して，外部からの入手が困

難な情報が不足している状況でも錨泊中の船舶の安全性を

評価するシステムの構築を目標としている．本研究ではジャ

イロコンパスや GPS などで計測された船体運動に関するデ

ータや風向・風速計などで計測された気象・海象情報に関す

るデータから，錨泊中の振れ回り運動や船体に働く外力を推

定する手法の研究を行う．また，本システムにより評価され

た結果を（当該システム専用端末ではなく）航海機器等に表

示する，従来にない新たなシステムの構築を行う．並行して，

船種や気象・海象条件毎の適切な錨泊方法の検討を行う．具

体的実施内容は以下のようになる． 
1) 航海計器及び航海機器から錨泊時の安全性を評価する

ために必要な情報を取得し，評価結果を提供する手法の確立 
2) 錨泊中の船体運動や錨泊情報などから船体に働く外力

を同定する手法の開発 
3) 船種や気象・海象条件に適した錨泊方法の検討 

 

5．3 予想成果 

成果は，図-4 に示すような，航海計器や航海機器を連携し

て錨泊時の安全性を評価する新たなシステムの構築となる．

人間の介在を減らすことでより簡便かつ安定した評価シス

テムとなり，利用の拡大につながると期待される． 
錨泊時の安全性を評価するためには航海計器や航海機器

との連携が必須で国内の航海機器メーカーと共同で取り組

む予定であり，社会実装を視野に入れて取り組むことを考え

ている．またユーザーエクスペリエンスを把握しつつ進めて

いく． 
 

6．まとめ 

本研究は，船舶の安全運航に関連する流体現象である操縦

性能や耐航性能等の要素について，水槽試験や理論計算だけ

でなく実船レベルの数値流体計算等も含めた各種ツールを

包含して，性能評価に関する研究を行うものである． 
研究は以下に示す 4 つの小項目からなる． 
 小項目 1（操縦性能）：港内操縦運動再現のための操

縦運動数学モデルに関する研究 
 小項目 2（CFD ツール）：総合性能評価のための CFD

によるシミュレーション技術開発 
 小項目 3（耐航性能）：復原性に起因する船舶の危険

事象を再現する技術開発と基準に関する研究 
 小項目 4（錨泊関連）：港内で錨泊する船舶の安全性

評価のための技術開発 
本研究の実施により性能評価技術の学術的進歩を遂げる

だけでなく，産業面からは，操縦運動モデルや CFD ツール・

走錨判定ツールを提供し自動運航船開発や GHG 排出削減・

走錨事故防止に資する．また規制基準の面からは，自動運航

アルゴリズム認証や復原性基準等へ成果を反映して社会実

装を実現する計画である． 
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